





福島原発事故後の栃木県における飼料資源の再生プロセス （１）Grassland renovation in Tochigi Prefecture































Grassland renovation in Tochigi Prefecture






































































500Bq＜ 100-500Bq 100Bq ≧ 検出せず
黒毛和種・繁殖牛 5 1 那須町
黒毛和種・肥育牛 4 那須塩原市，日光市
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     2012年産の永年生牧草サンプルは、すべて異なる地点で同一時期に採取したものである。
図－２　栃木県における牧草の放射性物質検査および利用制限
（農林水産省畜産部畜産振興課草地整備推進室および栃木県畜産振興課の公表資料より作成）
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2012年産の飼料については、検査対象を永年生牧草、単年生牧草、麦類、飼料用麦わら、
長大飼料作物（デントコーン、スーダン、ソルゴー）、稲ホールクロップサイレージ（以下、
稲WCS）、稲わらに分け、飼料作物の栽培面積が多い那須町、那須塩原市、大田原市では他市
町よりもサンプル数を増やすなど、地域ごとに重みづけをしたモニタリング検査が実施され
た。新暫定許容値100Bq/kgを上回るものは、牧草サンプル全体の18.6％へと大きく減少した。
単年生牧草のモニタリング検査では新暫定許容値を超える例はなかった。永年生牧草では、那
須町、那須塩原市、矢板市、塩谷町、日光市、鹿沼市の６市町において100Bq/kgを超えるサン
プルが採取され、これらの地域は２年連続で牧草の利用制限を受けることになった。那須町、
矢板市、塩谷町、日光市、鹿沼市では、事故後１年以上を経過して採取されたサンプルからも 
300Bq/kgを超えるセシウムが検出された。
2013年以降の永年生牧草の利用に際しては、2012年産牧草の利用制限を受けた６市町（那須町、
那須塩原市、矢板市、塩谷町、日光市、鹿沼市）について、未除染牧草地は引き続き利用自粛と
し、除染済み牧草地もしくは2012年モニタリング検査で利用可能となった牧草地では栽培農家全
戸がロールサイレージや乾草に調製した牧草の給与前検査を受け、農家ごとに自粛解除を行う方式
に変更された。それ以外の飼料作物では、単年生牧草は４市町（那須町、那須塩原市、矢板市、塩
谷町）、長大飼料作物（デントコーン、ソルゴー、スーダングラス）は２市町（那須町、那須塩原
市）、稲WCSは那須町と日光市が全戸給与前検査の対象地域となった６）。
もう一つ大きな変更点としては、栃木県独自の方針として、搾乳牛および乾乳牛に対する飼料の
給与判断基準を、国の暫定許容値100Bq/kgの半分にあたる50Bq/kgと定めたことが挙げられる。全
国有数の生乳生産量を誇る県北部の酪農家にとっては、牛乳の安全性を保証するための厳しい基準
であった。本澤（2014）によれば、2013年産牧草では、那須町の19.0％のサンプル、那須塩原市の
5.5％のサンプルで50Bq/kgを超過した。このような圃場は、未除染の山林沿いにあって落葉が入り
込むことによりセシウム濃度が高くなることが指摘されている。セシウム暫定許容値が順次引き下
げられるなか、県内産牧草の許容値超過例をゼロにするためには、永年生牧草地の除染およびその
後の適切な管理が不可欠となっている。
４．牧草地除染の進行状況
４. １　栃木県における牧草地除染の実施
３章で述べたように、県北部の市町では牧草の利用自粛を解除するために牧草地の放射線量を低
減させる除染が必要であった。汚染状況重点調査地域においては住民、とくに子どもの生活環境に
おける追加被ばく線量の低減を第一とし、教育施設・保育施設、公園、公共施設、住宅の除染が優
先的に行われ、国の事業による県内の牧草地の除染は2012年９月から開始された。
国の直轄除染が行われる福島県の除染特別地域（避難指示区域11市町村）では、農地の表土を
削り取る除染方法も採用されているが、相対的に空間線量率が低い栃木県では、牧草地除染の手法
が反転耕・深耕（耕深20～30cm）と砕土・整地による草地更新と、カリ質肥料の施用による農作
物へのセシウム移行低減に限られている。それらは、採択要件、財源、実施主体によって、①環境
省除染対策事業、②農林水産省吸収抑制対策、③東京電力（株）の損害賠償の３つに区分される。
栃木県の牧草地除染マニュアル（栃木県，2013）と市町への聞き取りにもとづき、それぞれの特
徴を述べる。
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①の事業実施主体は汚染状況重点調査地域に指定された市町であり、各々が策定した除染実施計
画の対象区域内で空間線量率が0.23μSv/hを上回る圃場を対象とする。②は、農林水産省の「東日
本大震災農業生産対策交付金」のメニューの一つであり、事業実施主体は市町、農協、酪農協、
農事組合法人、知事が認めた３戸以上の農業者組織などである。2012年産牧草モニタリング検査
の結果、牧草のセシウム濃度が100Bq/kgを超えた、もしくは超える恐れがある地域、加えて汚染
状況重点調査地域内で空間線量率が0.23μSv/h未満の圃場が対象となる。③の損害賠償では、栃木
県が定める2012年産牧草の利用自粛地域（那須町、那須塩原市、矢板市、塩谷町、日光市、鹿沼
市）、およびそれ以外の地域で牧草の給与前検査においてセシウム濃度が100Bq/kgを超えた経営が
対象となる。牧草利用自粛の指導がなされた際に、①および②の事業によらず、農家自身が自主的
に除染を行った場合（耕起の前処理の除草剤散布や刈り払い、表土流出防止対策等も含まれる）も、
作業日誌や証拠写真の保管を条件に③の対象となる。除染作業計画は農協等がとりまとめ、東京電
力原発事故農畜産物損害賠償対策栃木県協議会を通じて一括請求する。
図－３に、上記①の環境省の除染対策事業に関して、汚染状況重点調査地域における農地・牧草
地除染の実施面積の推移を示した。佐野市と大田原市では牧草地除染は実施されなかった。除染は
夏作物（デントコーンなど）の収穫後、８月下旬～10月の牧草播種適期までの短期間に行われる
が、施工後、実施面積に反映されるまでのタイムラグも生じるため、2012年度は12月から翌年３
月にかけて、2013年度は８月から12月にかけて実施面積・実施率が増大している。二年目の2013
年度末で実施率は98.4％に達しており、2015年３月時点で当該事業による除染は完了した。農地・
牧草地の除染面積は県全体で852.2haに達する。このうち那須町の実施面積が495.9haで58.2％を占
め、他市町を圧倒している。一方、酪農経営による飼料作物の栽培が広く行われている那須塩原市
では、当該事業による除染実績が少ない。この背景については後述する。矢板市、塩谷町、日光市
では公共牧場の除染を行ったため、実施面積が大きくなっている。
次に②の吸収抑制対策の実施状況について、「東日本大震災農業生産対策交付金」の事業評価結
果および、栃木県農業振興公社の事業報告書にもとづき述べていく。2011年度は県北部を管轄す
る２つの酪農協で牧草地の吸収抑制が実施され、それぞれ35haと１haあまりでカリ質肥料やゼオ
ライトが施用された。2012年度は２箇所の公共牧場49.5haで反転耕および肥料散布が行われた。さ
図－３　栃木県における農地・牧草地除染（環境省除染対策事業）の進捗状況
（環境省除染情報サイトの公表資料より作成）
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らに、2013年度は２箇所25.5ha、2014年度は３箇所の公共牧場が当該事業の対象となった。
①の市町村除染および②の公共牧場除染は、セシウム濃度が高い永年生牧草地を対象とする除染
もしくは吸収抑制対策であった。実施面積には地域的偏りがあり、主に個別農家の牧草地を対象に
実施した那須町と、公共牧場が多く立地する塩谷町、日光市での実績が大きい。
４. ２　那須塩原市および那須町における牧草地除染
表－２は、那須塩原市農務畜産課、同市放射能対策課除染センター、ならびに那須町農林振興課
での聞き取り調査にもとづき、両市町における牧草地除染の実績についてまとめたものである。
農林水産省の吸収抑制対策は、両市町とも公共牧場に対して実施された。那須塩原市上塩原の
八郎ヶ原放牧場は、空間放射線量率が0.23μSv/h未満で同市の除染対象区域を外れていたが、農林
水産省の事業と、県農業振興公社の畜産環境総合整備事業を利用して反転耕と土壌改良を行い、
2014年より入牧を再開した。
環境省除染対策による牧草地除染では、2012年６月から未耕起の永年生牧草地を所有する農家
に対し除染要望調査を実施した。同時に各市町は圃場の放射線モニタリング検査を実施し、空間
線量率が0.23μSv/hを超える圃場を除染対象とした。同事業による牧草地除染を行ったのは那須塩
原市で７戸、13.26haにとどまり、主に林地に近接し落葉が混入しやすい永年牧草地であった。一
方の那須町では前述のとおり、同事業において495.9haの永年牧草地の更新が行われた。これは、
同町において飼料作物や牧草のみを栽培した畑 （以下、飼料畑）と牧草専用地の合計面積938.3ha
（2010年農林業センサス）の52.9％に当たる面積である。除染実施戸数は147戸であり、2010年の
牛飼養経営体数の40％に相当する。
両市町の間で環境省除染対策の実施面積に大きな差異が生じた背景を、３つの面から考察す
る。第一に、放射性物質の分布状況である。図－４に文科省の航空機モニタリング測定にもとづ
く500mメッシュの重心座標における空間線量率（地表面から１ｍの高さ、2012年５月31日を補正
基準日とする）を階級区分して示した。さらに、両市町の31地点で採取した土壌サンプルのガン
マ線放出核種のうち、半減期のもっとも長いセシウム137の沈着量（2012年３月１日を補正基準日
とする）をオーバーレイ表示した。これによると、空間線量率が0.5-1.0μSv/hと高い値を示すメッ
シュは、那須塩原市では南西部にまとまっているのに対し、那須町は南部と北部に分散して認めら
れる。また空間線量率が0.2μSv/h以上のメッシュは、那須町の町域の大部分を占めている。放射
性セシウムの沈着量は、空間線量率と高い正の相関を有することが知られているが、那須町では空
間線量率が0.5μSv/h未満の町中央部で採取されたサンプルからも100kBq/㎡を超える濃度のセシウ
ム137が測定されている。
また、表－２中に、農林水産省「農地土壌の放射性物質濃度分布図」（2012年３月公表）の原デー
タより、2011年11月～12月に那須塩原市の48地点、那須町の38地点で採取した水田と畑の土壌の
放射性セシウム濃度（同年11月５日を基準日とする補正値）を、それぞれ最小値、最大値、平均値
で示した。両市町での最大値は那須塩原市関谷で採取され土壌サンプルであるが、平均値は那須町
が那須塩原市を上回っている。IAEA（国際原子力機関）のテクニカルレポートに記された土壌か
らイネ科牧草（採草）への放射性セシウム移行係数の平均値0.063（測定値0.0048～0.99）を参考に、
牧草のセシウム濃度が暫定許容値100Bq/kgを超える可能性のある農地土壌のセシウム濃度の目安
を1,500Bq/kg以上とすると、那須塩原市では1,500Bq/kg以上のサンプルは12地点（25.0%）、那須町
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那須塩原市 那須町
7戸，　13.26ha 147戸，　495.9ha (828箇所）
八郎ヶ原放牧場　６牧区・28.88ha 那須町模範牧場 　２牧区・10.16ha
八郎ヶ原放牧場　1牧区・4.24ha
単年生のイタリアンライグラスとデントコーン
の二毛作（毎年耕起）
左記に加え、永年生イネ科牧草を主体とす
る混播牧草（数年間更新せず）
48地点
最小値170，最大値2850，平均値1097.5
38地点
最小値110，最大値2560， 平均値1685.0
飼料作物栽培面積 1629.5ha 938.3ha
うち牧草専用地の割合 21.9% 60.0%
乳用牛経営体数，飼養頭数 365戸，　22,004頭 112戸，　　7,957頭
肉用牛経営体数，飼養頭数 244戸，　　6,245頭 251戸，　12,496頭
(聞き取り調査、農水省「農地土壌中の放射性セシウムの分析値」、農林業センサスにより作成）
表－２　　栃木県那須塩原市・那須町における牧草地除染の実績（2012～2014年）
　環境省除染対策
　農水省吸収抑制対策
　公社営畜産環境総合整備事業
　飼料生産体系の特徴
　農地土壌中のセシウム濃度(Bq/kg)
　（2011年11月５日を基準日とする値）
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表－２　栃木県那須塩原市・那須町における牧草地除染の実績（ 12～2014年）
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図－４　那須塩原市および那須町における放射性物質の分布（2012年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文部科学省測定結果により作成）
図中の境界線は農業集落界
空間線量率は2012年５月31日を、土壌へのセシウム137の沈着量は2012年３月１日を補正基準日とする。
図－４　那須塩原市および那須町における放射性物質の分布（2012年）
（文部科学省測定結果により作成）
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では30地点（78.9%）を数えた。以上の結果から、那須町の方がより広範囲の除染が必要であった
ことが明らかである。
第二に土壌の性質とそれに規定される畜産農家の草種選択の違いから説明したい。那須塩原市で
は栃木県の他市町と同様に、冬作のイタリアンライグラスと夏作のデントコーンとの二毛作が行わ
れている。一方の那須町では、これに加えて、永年生牧草の栽培が一定の割合を占めている。表－
２に示したように2010年の飼料作物栽培面積のうち数年間草地更新を行わない「牧草専用地」の
割合は、那須塩原市では21.9％であるの対し、那須町では60.0％を占める。さらに、2014年に筆者
が行った調査でも、県北部の酪農経営および肉用牛繁殖経営のうち永年生牧草の栽培を行っている
のは、那須塩原市で86戸中１戸のみ、那須町では26戸中13戸を数えた。
那須町の農地は下部に玉石混じりの砂礫層を含む火山灰土壌であり、場所によっては作土層が
20cm程度と薄いことが特徴である。このような場所で耕起をすると、機械の耕うん爪の侵入を石
が妨げたり、反転耕によって石礫が表層に露出したりするため、数年間は草地更新を行わないまま
再生草を利用することが選択された。以上のように那須町では未耕起の永年生牧草地が多かったこ
とから、牧草表面とリター層（枯葉の堆積した腐葉土）、ルートマット層（牧草の根が張る部分）
に放射性セシウムが多く沈着した。そのため、牧草の刈り払い後、プラウを用いた反転耕もしくは
ロータリーを用いた深耕によって表層土に蓄積したセシウムを深層部に埋め込み、細断したルート
マットをハローで土壌に十分に混和させるという草地更新が実施された。
第三は、個別農家の経営条件についてである。上記のように牧草地除染には、プラウ、ロータ
リー、ハローなど、土壌を反転、深耕、砕土する耕うん・整地用機械が必要となる。例えば耕深
30cmの反転耕を行うには、プラウを牽引する65ps以上の大型トラクター、幅員2.5m以上の進入
路、圃場の形状が長方形か台形で、短辺20m以上、長辺30m以上であることが最低条件となる７）。
したがって、機械所有と圃場の条件は除染の工法を左右する。
那須塩原市除染センターおよび那須町役場での聞き取りによれば、大規模な畜産経営では大型ト
ラクターや草地更新用のプラウやハローを所有している例が多い。これらの農家は、自力施工で草
地更新を行い、東京電力（株）に損害賠償を請求することを選択した。那須塩原市での牧草地除染
は、実際にこの方法によるものが大半を占めると考えられる８）。一方の那須町では、農家自身が機
械を未所有であるか、または自主的な草地更新を他の農家に委託するにも圃場条件が大型機械に適
合しないケースが多くみられ、環境省除染対策事業による牧草地除染の実施戸数・面積が大きく
なった。
５．今後の追究課題
本稿で利用した統計資料の大半は、関係省庁、地方自治体、研究機関のWebページで公開されて
おり、市町村ごとの牧草の汚染状況や除染実績について概観することが可能であった。しかしなが
ら、環境省事業の除染面積については農地・牧草地除染が一括集計され、地目（田・畑・樹園地、
牧草地など）ごとの除染実績は明らかにされていない。またホットスポットの問題でも知られるよ
うに、同一市町村であっても放射性物質の付着とその後の挙動は不均一であるため、できる限り小
地域単位での土壌および農産物の放射線セシウム濃度データを利用する必要がある。
2015年９月現在、原子力規制委員会のWebサイト「放射線モニタリング情報」では文部科学省
や原子力規制庁による航空機モニタリング測定結果を、日本原子力研究開発機構の「放射性物質モ
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ニタリングデータの情報公開サイト」では、同測定結果と放射性物質の土壌表面への沈着量の測
定値を、Google Earth上で表示可能なkml（またはkmz）形式や、緯度経度情報を付加したCSV形
式で公表している９）。今後はこれらデータと農業集落ごとの牧草専用地の面積や家畜飼養頭数とを
GIS上で結合させた空間分析を行い、除染の必要度が高かった地域をより詳細に把握したい。
除染を実施した圃場の位置データは、那須町ではGIS上で管理されているが、個人情報保護の観
点や、風評を防ぐ観点からも非公開である。また、水田畦畔や法面から採取される畦畔草につい
ては、位置の特定が一層困難である。これらの位置情報を現地調査によって周囲の状況や圃場条件
とあわせてできる限り捕捉するとともに、飼料資源の利用自粛がもたらした農家レベルでの諸問題
（家畜の体調管理、草地更新の影響、汚染牧草の廃棄など）を明らかにすることを次なる追究課題
としたい。
本研究は、平成26-28年度科学研究費補助金　基盤研究（C）「放射性物質影響下における飼料資
源の再生プロセスに関する研究」（代表者：松村啓子，課題番号： 26370918）の研究成果の一部で
ある。資料収集にあたり、栃木県庁畜産振興課、那須農業振興事務所畜産課、那須塩原市放射能対
策課および農務畜産課、那須町農林振興課の方々に多大なご協力を賜った。ここに記して感謝申し
上げます。
＜注＞
１）正式名称は、「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所
の事故により放出された放射性物質による環境汚染への対処に関する特別措置法」である。
２）農林水産省「稲わら等の利用に関する全国調査について（中間とりまとめ）」（2011年７月28日）
による。
３）厚生労働省は、汚染稲わらを給与された牛の生産県、個体識別番号、と畜日、と畜場、検査機
関、検査結果と公表日をエクセルファイルで公開している。筆者は家畜改良センターの家畜個
体識別システムを利用し、個体識別番号をもとに検査牛各々の品種、性別、と畜時の月齢から
飼養目的を判定するとともに、と畜前の飼養場所を確認した。
４）農林水産省の調査では、福島県産牛肉からのセシウム検出以前（2011年７月１日～７日）の
平均価格と、７月８日以降の最安値となった７月19日の価格とを比較すると、４県ともに６
割～７割減の大幅な下落となっている（出典：農林水産省生産局畜産部「牛肉・稲わらからの
セシウム検出に関する状況と対応について」2011年８月３日）。
５）2014年11月～12月にかけて、栃木県北部の酪農および肉用牛経営に対して、感染症予防のた
めの日頃の衛生管理や、地域防疫についての意識を問うアンケート調査を実施し、５農協（総
合農協１、酪農専門農協４）の組合員計150経営体から有効回答を得た。アンケートの中で、
2014年度に作付した飼料作物の種類別面積と調製方法について尋ねた。
６）給与前検査は、農家ごとに収集・調製したものから、農協・酪農協等がサンプルを採取し、細
断したのち、県の農業振興事務所で分析を行う。長大飼料作物と稲WCSについては、牧草と
同様の予乾調製を行った飼料に限って給与前検査を行う。
７）独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 中央農業総合研究センターが福島県農業総合
センター、民間農機メーカーとの共同研究によりまとめた「除染用反転耕プラウの開発とその
88
利用」の記述にもとづく。
８）東京電力の損害賠償対象となる自主的除染については、都道府県、市町村単位の実施面積は非
公開である。
９）その点で、４章の表－２に掲載した農林水産省「農地土壌の放射性物質濃度分布図」の原デー
タ（15都県3,400地点、栃木県内は207地点の計測値）に緯度経度情報が付加されていないのは
残念である。
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